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１．研究の目的と背景 
我が国の高齢人口の増加に伴い、骨折や運動器疾患治療

を迅速かつ有効に進めるための新規な骨折用プレートや

人工股関節等の生体用インプラント(体内埋め込み型)材

料の開発が要求されている。これらの生体用インプラント

材料の開発において、金属材料の低弾性率化が強く求めら

れている。これは、インプラント材料として生体骨(20～

30 GPa)よりも高い弾性率を有する金属材料を用いた場合、

生体骨との弾性率差により生体骨に十分な応力が加わら

ず、骨量の減少および骨質の劣化が生じるためである。そ

のため、bcc 構造の不安定化(準安定化)によって低弾性率

化を実現した bcc 系チタン(Ti)合金を中心に、低弾性な生

体用合金に対する研究開発が世界各国で実施されている。 

生体用インプラント材料として近年注目されている準

安定な bcc 系 Ti (チタン) 合金において、塑性変形、高温

からの急冷等によって形成される六方晶構造のオメガ 

(ω) 相は、本来は避けるべき弾性率増加を引き起こすため、

その形成メカニズムと弾性特性との相関関係に対する理

解が、材料開発に不可欠である。最近、Tane ら 1)は低弾性

率化のために bcc 構造の安定性を低下させた生体用

Ti-Nb-Ta-Zr 合金において、室温時効に伴って ω 相の前駆

構造であるとされている Diffuse ω構造が形成され、弾性

率が増加するという特異現象が明らかにした。ここで、

Ti-Nb-Ta-Zr 合金において、室温時効下で構成元素の原子

拡散は生じないと考えられる。そのため、室温時効に伴う

Diffuse ω 構造の形成 (室温時効に伴う ω 変態) およびそ

れに起因した弾性率増加は、無拡散で観測不可能なほど瞬

時に変態が生じる従来の非熱的 (非等温) ω変態および溶

質原子の拡散を伴って時々刻々と変態が生じる拡散型の

熱的 (等温) ω変態のための ω変態理論 2)を用いて説明す

ることが不可能である。つまり ω 変態の支配メカニズム

は未だ明らかになっておらず、塑性変形、高温からの急冷、

室温での時効によって生じる無拡散の ω 変態をすべて一

貫して説明できる ω 変態理論を構築することが必要であ

る。この ω 変態理論の構築は、塑性変形誘起 ω 変態の制

御において極めて重要であることから、塑性変形誘起 ω

変態が引き起こす弾性率増加抑止法の確立において不可

欠である。 

そこで、本研究では、これまでに発見した室温時効に伴

う Diffuse ω構造の形成 (室温時効に伴う ω変態) および

弾性率の支配メカニズムを解明し、その上で室温時効に伴

うと Diffuse ω構造の形成および力学特性変化と従来の ω

相変態に関する変態現象および弾性率変化を全て一貫し

て説明できる新規な ω 変態理論を構築する。これによっ

て、塑性変形誘起ω変態が引き起こす弾性率増加抑止法を

提示する。 
 
２．実験方法 
まず、アーク溶解法により、bcc 安定化元素濃度である

V 濃度の異なる Ti-20V、Ti-21V および Ti-27V (at.%) の母

合金を作製した。次に、図 1 に示す光学的浮遊帯域溶融法

を用いて、アルゴン雰囲気下において育成速度 2.5 mm/h

にてアーク溶解法によって作製した母合金の単結晶を育

成した。育成した単結晶から、ラウエ法および放電加工機

を用いて弾性率および内部摩擦測定、圧縮試験に必要な全

ての面が bcc 構造の{100}面で囲まれた直方体試料を切り

出した。さらに、X 線回折用の試料として底面が bcc 構造

の{111}面に平行なディスク状試料を切り出した。切り出

した直方体試料およびディスク状試料に対して、bcc 単相

領域である 1273 K で 1 h の溶体化処理を施し、氷水中に

急冷した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 光学式浮遊帯域溶融法。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 超音波共鳴法を用いた室温近傍での温度制御化にお

ける弾性率測定。 

 
溶体化処理後(急冷後)の Ti-21V 合金および Ti-27V 合金

の単結晶試料に対して、直方体試料の固有振動数(共振周

波数)から弾性率を決定する手法である図 2 に示す超音波

共鳴法と電磁超音波共鳴法を組み合わせた手法を用いて

室温近傍での時効に伴う単結晶の弾性率変化を測定した。 
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加えて、溶体化処理後(急冷後)の Ti-21V 合金の試料に対

して、電磁超音波共鳴法を用いて室温以下の低温での内部

摩擦の温度依存性を測定した。さらに、溶体化処理後(急

冷後)の Ti-20V、Ti-21V および Ti-27V 合金単結晶試料に対

して、X 線回折法を用いて、室温下での時効に伴う ω 相

の形成挙動を調べた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 (a) 276、300 および 323 K での時効に伴う Ti-21V 合金

単結晶におけるせん断弾性率 c’の変化。(b) 276、298 およ

び 323 K での時効に伴う Ti-27V 合金単結晶におけるせん

断弾性率 c’の変化。Reprinted with permission from Ref. 3. 

Copyright (2019) by the American Physical Society. 

 

さらに、溶体化処理後(急冷後)の Ti-20V 合金の試料に対

して、圧縮変形を施し、圧縮前後の弾性率変化を電磁超音

波共鳴法と超音波共鳴法を組み合わせた手法を用いて測

定した。 

３．実験成果 
超音波共鳴法と電磁超音波共鳴法を組み合わせた手法

を用いて、Ti-21V 合金に対して室温近傍(276、300 および

323 K)での時効に伴う弾性率変化を測定した。図 3(a)に

276、300 および 323 K での時効に伴う Ti-21V 合金単結晶

におけるせん断弾性率 c’の増加率 Δc’を示す 3)。せん断弾

性率 c’はすべての温度で時効に伴って増加することがわ

かる。また、せん断弾性率の増加率 Δc’は時効温度の増加

に伴って増加し、時効に伴う弾性率増加は時効初期におい

て最も大きいことがわかる。323 K で約 10 日間時効した

際の弾性率増加は、18％程度であり、室温近傍での時効に

よって弾性率が大きく増加することがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 溶体化処理後(急冷後)の Ti-21V 合金単結晶の X 線回

折パターン：(a) (0002)ωおよび(b) (222)β 近傍の X 線回折

パターン。Reprinted with permission from Ref. 3. Copyright 

(2019) by the American Physical Society. 

 

図 3(b)に Ti-27V 合金に対して測定した 276、298 および

323 Kでの時効に伴うせん断弾性率 c’の増加率Δc’を示す。

bcc 安定化元素の V 濃度が低く bcc 構造の安定性が低い

Ti-21V 合金の場合と同様に、せん断弾性率の増加率 Δc’

は時効温度の増加に伴って増加することがわかる。Ti-21V

合金と比較して V 濃度が高く bcc 構造の安定性が高い

Ti-27V 合金では、276 K での時効においては時効に伴うせ

20

15

10

5

0

C
h

a
n

g
e

 in
 s

h
e

a
r 

m
o

d
u

lu
s,

 
c'

 (
%

)

8x10
56420

Aging time, t (s)

1086420
Aging time (day)

300 K

276 K

Ti-21V

323 K

20

15

10

5

0

C
h

an
ge

 in
 s

he
ar

 m
o

du
lu

s,
 
c'

 (
%

)

8x10
56420

Aging time, t (s)

1086420
Aging time (day)

298 K

276 K

Ti-27V

323 K

(a)

(b)

8x10
4

6

4

2

0

In
te

n
si

ty
 (

cp
s)

120117114111108105

2 (degree)

Ti-21V (222)

K2

120

100

80

60

40

20

0

In
te

n
si

ty
 (

cp
s)

72686460

2 (degree)

Ti-21V (0002)

(a)

(b)



ん断弾性率 c’の増加はほとんど生じないことがわかる。こ

れらの結果から、室温近傍での時効に伴う弾性率増加は

bcc 構造の安定性および時効温度に依存し、時効温度が高

く、bcc 構造の安定性が低い程、弾性率増加が大きいこと

がわかる。 

Ti-20V 合金に対して、圧縮試験による塑性変形前後の

弾性率変化を測定した結果、圧縮変形によってせん断弾性

率 c’が明らかに増加することが明らかとなった。 

図 4 に 1273 K の溶体化処理後(急冷後)の Ti-21V 単結晶

における(a) ω 相の(0002)ω 付近および(b)bcc(β)相の(222)β

付近の X 線回折 (XRD) パターンを示す。ここで、XRD

測定は、単結晶試料の(222)βに平行な面に対して実施され

た。図 4(a)における 66.5°のブロードなピークは(0002)ωに

対応しており、図 4(b)に示す(222)βと比較して、強度が極

めて小さいことがわかる。ここで、Ti-21V 合金の非等温 ω

変態温度は約 232 K 4)であることから、このような ブロー

ドな(0002)ωピークの出現は、232 K の ω 変態温度以上に

おいても ω相が形成されることを示している。 

Ti-27V 合金単結晶においては、室温以下の低温におい

ても非等温 ω 変態が生じないにも関わらず、Ti-21V 合金

単結晶と同様に(0002)ω に対応したブロードなピークが観

測された。一方、Ti-20V 合金においては、溶体化処理に

よる急冷時の非等温 ω 変態によって ω 相が形成されてい

ることが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 Ti-21V および Ti-27V 合金における、室温 (～300 K) 

での時効に伴う bcc 相の(222)に対する ω 相の(0002)の X

線回折ピークの積分強度比の変化。 Reprinted with 

permission from Ref. 3. Copyright (2019) by the American 

Physical Society. 

 

図 5 に室温 (～300 K) での時効に伴う Ti-21V および

Ti-27V 合金における bcc 相の(222)βに対する ω相の(0002)

面の X 線回折ピークの積分強度比の変化を示す。Ti-21V

および Ti-27V 合金の ω相の bcc 相に対する積分強度比は

時効に伴って増加することがわかる。ここで、純 Ti の ω

相の単結晶弾性率 5)を用いて、マイクロメカニックスの手

法である Effective-mean-field 理論 6)により bcc 相中に ω相

が形成された際の弾性率変化を解析した。その結果、ω相

の形成によってせん断弾性率 c’が増加することが明らか

になった。これらの XRD 測定および Effective-mean-field

理論による解析の結果から、図 3 に示す Ti-21V 合金およ

び Ti-27V 合金におけるせん断弾性率 c’の増加は時効に伴

う ω 相の形成によって引き起こされていることが明らか

となった。また、せん断弾性率の増加率 Δc’ は時効温度

の増加に伴って増加することから、ω相の形成挙動が熱活

性化過程を伴っていることがわかる。 

ここで、構成元素の拡散の活性化エネルギーから 276～

323 K では溶質原子の拡散が生じないと考えられる 3)。ま

た、Ti-21V 合金の非等温 ω変態温度は約 232 K であり 4)、

276～323 K では無拡散の非等温 ω変態は生じないことが

わかる。しかし、X 線回折測定、弾性率測定および

Effective-mean-field 理論による結果から、276～323 K の時

効下において無拡散で等温的に ω 変態が生じていること

が明らかとなった。また、Ti-27V 合金においては、低温

下においても非等温 ω 変態が生じないにも関わらず 4)、

298 および 323 K での時効下において、無拡散で等温的に

ω変態が生じていることが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6  Ti-21V合金単結晶における共振周波数Δfrと内部摩擦

Q-1 の室温以下での冷却および加熱過程での変化。300 K

における共振周波数の値は 513.592 kHz である。Reprinted 

with permission from Ref. 3. Copyright (2019) by the 

American Physical Society. 
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塑性変形によって生じる弾性率増加に着目すると、

Effective-mean-field 理論による解析の結果から、圧縮試験

時の塑性変形による Ti-20V 合金におけるせん断弾性率 c’

の増加は、塑性変形誘起 ω 変態によって生じていると考

えられる。 

図 6にTi-21V合金単結晶における共振周波数Δfrと内部

摩擦Q-1の室温以下での冷却および加熱過程での変化を示

す。ここで、溶体化処理後(急冷後)の 300 K における共振

周波数の値は 513.592 kHz である。冷却および加熱過程の

両方の場合において、100 K 付近に内部摩擦ピークが観測

されることが明らかとなった。この内部摩擦ピークをデバ

イ緩和モデルを用いて解析したところ、内部摩擦を生じさ

せる原子運動の活性化エネルギーは 0.14 eV 程度であるこ

とが明らかとなった。このような小さな活性化エネルギー

を有する内部摩擦ピークは室温以下で非等温 ω 変態を起

こさない Ti-27V 合金においても観測され、さらに室温時

効に伴う ω 変態によって内部摩擦ピークの強度が減少す

ることから、内部摩擦を生じさせる原子運動は ω 変態の

素過程に対応した動的で可逆的な{111}原子面対のつぶれ

(シャッフリング)に対応していることが明らかとなった。

このような{111}原子面対のつぶれ(シャッフリング)は可

逆的な集団的な原子運動であることから、このような原子

運動のみでは、ω変態は生じない。そのため、ω変態の変

態速度は相転移の素過程である動的な{111}原子面対のつ

ぶれおよび ω 相の核生成という 2 種類の熱活性化過程に

支配されていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7  Ti-21V における 1273 K での 1.5 × 1.5 × 1.5 nm3の立

方体領域における V 濃度のゆらぎ。cωは非等温 ω変態温

度が 300 K となる V 濃度である。Reprinted with permission 

from Ref. 3. Copyright (2019) by the American Physical 

Society. 

 

X 線回折測定、弾性率測定および Effective-mean-field 理

論による解析により明らかとなった巨視的(平均的)な合

金組成に起因した ω 変態温度を用いて説明が不可能な ω

変態挙動に対して、ゆらぎの熱力学理論 3,7)を用いた解析

を実施した。図 7 にゆらぎの熱力学理論を用いて計算した

温度、圧力および化学ポテンシャル一定の環境下での

Ti-21V 合金の 1273 K での 1.5 × 1.5 × 1.5 nm3の立方体領域

の V 濃度ゆらぎを示す。ここで、cωは非等温 ω変態温度

が 300 K となる V 濃度である。1 辺が 1.5 nm の立方体の

ナノスケール領域では、巨視的な平均組成が Ti-21V 合金

の場合においても、その V 濃度は 10～32 at.%程度の幅広

い範囲で分布して(ゆらいで)いることがわかる。1273 K で

の溶体化処理後に急冷処理を行った Ti-21V 合金には、図

7 の合金組成のゆらぎが室温で凍結された凍結組成ゆら

ぎが形成されていると考えられる。これは、図 8 に模式的

に示すように、実線で囲まれた巨視的には V 濃度が 19.4 

at.%の Ti-V 合金においても、点線で囲まれた局所領域の V

濃度は 16.7 at.%であり、巨視的な V 濃度よりも小さくな

っていることに対応する。このような凍結された合金組成

のゆらぎのために、図 7 に示すように cω以下の V 濃度の

低い領域が高い頻度が存在するため、ナノスケールの領域

において ω 変態が生じる可能性があることがわかる。実

際に 323 K で 10 日間の時効処理を施した Ti-21V 合金に対

して、透過型電子顕微鏡観察を行った結果、10 日間の時

効後に数 nmの微細なω相が高密度に形成されていること

が明らかとなった。このような ω 相は凍結された合金組

成のゆらぎのために局所的に V 濃度が低く、bcc 構造が不

安定な領域にて ω 変態が生じることによって形成されて

いると考えられる。これらの結果から、Ti-V 合金におい

て、凍結された合金組成のゆらぎに起因して室温近傍での

時効下で無拡散で等温的に変態が生じる無拡散等温 ω 変

態という従来の無拡散の非等温および拡散型の等温 ω 変

態とは異なる新たな相転移が存在することが明らかとな

った。このような室温時効に伴う無拡散等温 ω 変態によ

って室温時効下での弾性率増加が引き起こされているこ

とがわかる。また、従来から知られている Diffuse ω構造

は凍結された合金組成のゆらぎによって形成されるナノ

スケールの ω相であることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 8  Ti-V 合金における巨視的 (平均的) な合金組成と局

所的な合金組成の比較。 
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 このような、凍結組成ゆらぎに起因した ω変態挙動は、

無拡散の ω 変態である変形誘起 ω 変態においても共通し

ていると考えられる。そのため、変形誘起 ω 変態による

弾性率増加の抑制には、室温時効に伴う無拡散等温 ω 変

態と同様に V 濃度を増加させること、すなわち bcc 構造

の安定化が有効であると考えられる。 

 

３．まとめ 
本研究では、室温での時効に伴う ω 変態および弾性率

増加が、無拡散等温 ω変態という新たな ω変態に起因し 

ていることを明らかにした。また、無拡散等温 ω 変態は

凍結された合金組成ゆらぎによって引き起こされており、

このような ω 変態挙動は、無拡散の ω 変態である変形誘

起 ω 変態においても共通していると考えられる。そのた

め、変形誘起 ω 変態による弾性率増加の抑制には、室温

時効に伴う無拡散等温 ω 変態と同様に V 濃度を増加させ

ること、すなわち bcc 構造の安定化が有効であると考えら

れる。 
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